
名古屋工業大学

名古屋工業大学

教育研究活動報告会
2020年3月19日

【お知らせ】
3月19日開催予定でありました上記報告会について、新型コロナウイルスの影響に伴い、
開催を延期することを決定いたしました。
これに伴い、当日説明予定でありましたプレゼンテーション資料を公開いたします。
引き続き、本学へのより一層のご理解・ご支援賜りますようお願い申し上げます。



名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

本日の内容

・ 大学改革・教育研究活動報告

・ 業務・決算報告

１．業務実績評価結果

２．予算

３．2018年度財務状況

・ 質疑応答
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

大学改革・教育研究活動報告
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

名古屋工業大学のビジョン －中京地域産業界との融合－
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

名古屋工業大学の学生数、役員及び教職員数

学生数

教職員数

工学部
（第一部）

工学部
（第二部）

大学院工学研究科
博士前期課程

大学院工学研究科
博士後期課程 合 計

3,983人 115人 1,501人 189人 5,788人

（2019年５月１日現在）

教 員 事務職員 技術系職員 医療職員 合 計

343人 123人 49人 2人 517人

役員数

学 ⾧ 理 事 監 事 合 計

1人 3人 2人 6人
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

運営組織・ガバナンス体制

監 事

学⾧選考会議

産学官教育連携会議
総合戦略本部

学 ⾧

理 事(研究企画、評価担当)

理 事(教育企画、情報担当)

理 事(総務、労務、財務担当)

国際交流推進本部

教育研究評議会経営協議会

・学⾧を選考

・法人業務を監査

・学内代表者/学外有識者で構成

・主に経営面を審議

・学内代表者で構成

・主に教学面を審議

（代表者） （代表者）

・広く社会から理工系人材育成に関する意見を聴取、

本学の教育改革に反映

・ 事務局
・ 技術部
・ 監査室 他

・ インスティテューショナル・リサーチ室
・ リサーチ・アドミニストレーション室

その他運営組織

・ 工学部
・ 大学院工学研究科
・ 産学官金連携機構
・ フロンティア研究院
・ 図書館

・ 全学共通支援組織(情報基盤センター 他)

・ 教育推進組織(工学教育創造センター 他)

・ 学術推進組織(先進セラミックス研究センター 他)

・ 研究人材高度化組織
(ダイバーシティ推進センター 他)

教育研究組織

役員会
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教育組織改革の実施 －2016年度改組の概略図－
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

教育組織改革の実施 －博士前期課程の改革構想 2020年4月－

・５専攻を１専攻に集約学位プログラムへ移行
⇒ 工学全体にわたる学修・研究指導を受けられる体制を構築

・ 産業界と連携、数理情報分野の教育など、カリキュラムを強化
・ 創造工学教育課程(1～4年)に接続する「創造工学プログラム」を開設
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

9

名古屋工業大学・ウーロンゴン大学 国際連携情報専攻の開設

世界をリードし新規研究分野を開拓できる研究者、
新規事業の開拓を先導するグローバルリーダーとしての
実践的研究者・技術者の養成を目指す。

2018年３月ジョイント・ディグリー・プログラムによる国際連携専攻を設置。
（工学系大学院（博士後期課程）で、日本初。）



名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

日独共同大学院プログラム（コチュテル・プログラム）

・ 独エアランゲン・ニュルンベルク大学との共同で開始(2019年10月からスタート)
・ 複眼的コースワークにより、「ものづくり/ことづくりの考え方」を習得する画期的プログラム
・ 新発想の融合研究の実践により「挑戦性」を育成
・ 分野融合によるイノベーションで、環境対応型エネルギー変換システムの開発を推進
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

卒業・修了者数
（人）

進学者数
（人）

進学率
（％）

求職者数
（人）

就職者数
（人）

就職率
（％）

第一部
男 771 603 78.2 153 150 98.0
女 155 70 45.2 78 77 98.7
計 926 673 72.7 231 227 98.3

第二部
男 16 6 37.5 10 10 100
女 3 1 33.3 2 2 100
計 19 7 36.8 12 12 100

博士前期
男 624 21 3.4 596 591 99.2
女 99 3 3.0 91 91 100
計 723 24 3.3 687 682 99.3

博士後期
男 20 - - 19 19 100
女 4 - - 4 4 100
計 24 - - 23 23 100

計
男 1431 630 44.0 778 770 99.0
女 261 74 28.4 175 174 99.4
計 1692 704 41.6 953 944 99.1

（2019年５月１日現在）

学生の就職状況 －2018年度就職等状況－
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学生の就職状況 －新聞報道等－

本学公式ホームページ News&Topics一覧:ニュースより
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フロンティア研究院による教育研究機能強化（１）

・ 卓越した研究成果を創出しうる人材を継続的に輩出する場
・ 国際共同研究の推進、国際的なイノベーションの展開
・ 新しい学問分野や産業分野の創出を牽引するイノベーション・リーダーの育成
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

フロンティア研究院による教育研究機能強化（２）

・ 海外有名大学から、教育研究ユニットを招致。
・ 国際共同研究の推進、学生教育の実施、グローバル研究ネットワークを構築。

ヨーロッパ地域ヨーロッパ地域
＜主な招致機関＞
・ オックスフォード大学（英国）
・ インペリアル・カレッジロンドン（英国）
・ エアランゲン・ニュルンベルク大学（ドイツ）
・ フランス国立科学研究センター（フランス）

オセアニア地域
＜主な招致機関＞
・ ウーロンゴン大学（オーストラリア）

・ シドニー工科大学（オーストラリア）

ジョイント・ディグリープログラム 2018年開始

北 米 地 域
＜主な招致機関＞
・ マサチューセッツ工科大学（米国）
・ カーネギーメロン大学（米国）

海外の大学・研究機関から、教育研究ユニットの招へい

2017年度 46件 413人が受講

2018年度 27件 373人が受講

2017年度 28名の研究者を招へい

2018年度 25名の研究者を招へい

招へい研究者による特別講義
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

・国内外機関との研究連携
・知財戦略立案・システム構

築
・組織型研究プロジェクト

（企画・立案）
・金融機関等との連携など

・学内の大型・共用教育研究
設備の管理

・学内外の設備利用推進
・計測分析技術等の研究・開

発及び人材育成

・組織的な大型プロジェクト獲
得・管理・運営

・社会連携、人材育成プロジェク
トの実施

・共同研究・受託研究・学術指
導・秘密保持

・知的財産の管理及び活用
・教職員・学生への産学官金教

育

部門⾧
（副機構⾧兼務）

事業創造・
人財育成部門

機 構 ⾧

推進会議
（理事、機構⾧、副機構⾧、URA、学内教員、事務局次⾧・課⾧）

設備共用
部門

産学官金連携機構

部門⾧
（副機構⾧兼務）

渉外部門

部門⾧
（機構⾧兼務）

リエゾン・
オフィス

（総合調整、窓口業
務、広報、知財管理、
安全保障輸出管理、

利益相反管理）

企

業

初期
問合せ

交渉

教
員

協創

ワンストップ窓口

・学内研究
推進経費
の配分

・大型設備
の整備計
画策定

・科研費獲
得支援

・RA経費
の配分

・公募情報
の周知

・研究広報
・研究倫理
教育等

研究
企画院

戦略見直し等

基礎研究力の強化 研究力の活用

技術部
試験・考察

総合戦略本部（議⾧:学⾧）

連
携

URA
オフィス

・
研
究
力
強
化
戦
略
原
案
策
定

・
高
度
研
究
支
援
人
材
の
育
成
等

学
内
教
員
・
学
内
研
究
組
織
等

研
究
支
援
・
研
究
情
報
提
供
・
設
備
利
用

産業界との連携強化（１） －産学官金連携機構組織－
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産業界との連携強化（２） －産学官金の連携構造－
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

（出典）「平成30年度大学等における産学連携等実施状況について」 文部科学省

民間企業との共同研究
研究者１人当たりの研究費受入額

国立大学86校中 第２位

（単位:千円）

産業界との連携強化（３） －民間との共同研究等－

地域社会との産学連携(地方別:東海地方)
同一県内企業及び地方公共団体との

共同・受託研究実施件数
第３位
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

・産学官金連携機構
・保健センター
・卒業生連携室
・キャリアサポートオフィス
・アドミッションオフィス
・入試課 ・研究支援課
・人事課 ほか

・名古屋工業会
（全学同窓会）
・鶴桜会
（OG同窓会）
・彩綾～SAYA～
（女子学生組織）

委員⾧:学⾧ 委員:理事・副学⾧・学⾧特別補佐・全教育類⾧/専攻⾧

学⾧・役員会

ダイバーシティ推進委員会

ダイバーシティ推進センター

進捗報告 評価・助言 協
力

NITech CAN の実施

産業界
連携

学⾧・役員会
指揮・監督

学内協力部局

ダイバーシティ推進
連絡会

OG同窓会

女子学生組織

ダイバーシティ推進センター による女性研究リーダーの育成
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業務・決算報告
１．業務実績評価結果
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

2018年度業務実績評価結果

＜国立大学法人の年度評価とは?＞
各法人が定める中期計画(※)の進捗状況を、年度計画の実施状況等に基づき
国立大学法人評価委員会が評価するもの

※ 第３期（2016～2021年度の6年間）
20



名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

業務・決算報告
２．予算
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

国立大学法人運営費交付金予算額の推移

（出典）文部科学省作成資料より

▲1,345億円
（▲11％）

(2020年度)
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

4,800 

4,152 

4,475 

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（単位:百万円）

（年度）

名古屋工業大学 運営費交付金交付額の推移

※1 本グラフにおける交付額は、退職手当等の特殊要因経費を除いた金額を記載しています。
※2 2020年度予定額は、内閣府に計上された授業料減免分(点線箇所:見込額90百万円)を含んだ金額となっています。

▲648百万円
（▲14％）

＋323百万円
（+8％）

第１期中期計画期間 第２期中期計画期間 第３期中期計画期間

法人化後の17年(2004年度～2020年度)で、

▲325百万円（▲7％）

名工大の運営費交付金交付額の推移(※1)

（※2）
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運営費交付金の配分（１）－業務実績評価に基づく配分－

・ 国立大学法人は、中期目標期間における業務実績に対して、第３者からなる「国立
大学法人評価委員会」の評価を受審することを、法律上義務付け

・ 当該受審結果については、翌中期目標期間における運営費交付金の積算に反映

名工大の第２期中期目標期間 業務実績評価結果

評価の結果、
運営費交付金が加算配分

24
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運営費交付金の配分（２）－ 重点支援評価に基づく配分－

（出典）文部科学省作成資料より

・ 2016年度より「３つの重点支援の枠組み」を創設
・ ３つの枠組みごとに、評価指標(KPI)に基づく評価を行い、運営費交付金の配分

に反映
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運営費交付金の配分（２）－重点支援評価に基づく評価－

・ 本学は、重点支援①(地域のニーズに応える人材育成・研究を推進)の枠組みを選択
・ 重点支援評価がスタートした2016年度以降、概ね良好な評価を得ている
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運営費交付金の配分（３）－成果を中心とする実績状況に基づく配分－

・ 2019年度予算より、重点支援評価に加えて、共通指標に基づく客観性の高い評価・
資源配分の仕組みが導入

⇒ 各大学の成果・実績について相対評価、運営費交付金配分額に反映
・ 今後、配分対象額・増減率が順次拡大される予定

（出典）「財政制度等審議会・財政制度分科会」令和元年度11月1日開催資料

◆令和元年度予算における国立大学法人運営費交付金の配分方法の見直し
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

・ 本学は、新たに導入された「共通指標による成果・実績に基づく評価」においても、
2019、2020年度と良好な評価を得ている (下記は、2019(令和元)年度予算の評価結果)

運営費交付金の配分（３）－成果を中心とする実績状況に基づく配分－
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名古屋工業大学予算の概要

※ 金額は百万円未満を四捨五入しているため、計が合わないことがあります。
※ 前年度からの繰越金については、2018年度支出分のみを記載しております。
※ 運営費交付金には、特殊要因運営費交付金(退職手当等)が含まれています。

2018年度 名古屋工業大学予算（収入）
（単位:百万円）
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業務・決算報告
３．2018年度財務状況
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2018年度 損益計算書の概要（１）
（2018年４月１日 ～ 2019年３月31日）

（単位:百万円）

区 分 金 額

費用の部 11,307

【経常費用】 11,292

教育経費 1,123

研究経費 1,420

教育研究支援経費 421

受託研究費等 1,476

人件費 6,212

一般管理費・財務費用 640

【臨時損失】 15

費 用 合 計 11,307

＜教育経費＞
国立大学法人等の業務として学生等に
対して行われる教育に要する費用

＜研究経費＞
国立大学法人等の業務として行われる
研究に要する費用

＜教育研究支援経費＞
附属図書館や情報基盤センター等のよう
に教育・研究の双方を支援し、学生及び
教員の双方が利用するものの運営に要
する費用

＜受託研究費等＞
国や民間等からの受託研究や共同研究
に要する費用

※ 金額は百万円未満を四捨五入しているため、計が合わないことがあります。以下、同じ。
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2018年度 損益計算書の概要（２）
（2018年４月１日 ～ 2019年３月31日）

（単位:百万円）

区 分 金 額

収益の部 11,400

【経常収益】 11,350

運営費交付金収益 4,590

学生納付金収益 3,477

受託研究等収益 1,761

寄附金等収益 310

補助金等収益 86

雑益 472

その他 654

【臨時利益】 26

【目的積立金取崩額】 24

当 期 総 利 益 93

＜運営費交付金収益＞
運営費交付金債務のうち、期間進行、
業務達成、費用進行のいずれかの基準に
応じて収益化したもの

＜学生納付金収益＞
授業料債務を期間進行基準に応じて
収益化したもの、入学料収益及び検定料
収益

＜受託研究等収益＞
国や民間等からの受託研究や共同研究に
係る収益

＜寄附金・補助金等収益＞
受け入れた寄附金・補助金等を、
費用に充当した収益

＜当期総利益＞
大学の努力により発生した利益は、
目的積立金として翌期以降に使用可能。
国際交流会館の改修に充当予定。
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教育経費

1,123
10%

研究経費

1,420
12%

教育研究支援経費

421
4%

受託研究費等

1,476
13%

人件費

6,212
55%

一般管理費

財務費用

640
6%

費用
11,292

経 常 費 用 経 常 収 益

運営費交付金

収益

4,590
40%

学生納付金収益

3,477
31%

受託研究等収益

1,761
15%

寄附金収益

310
3%

補助金等収益

86
1%

雑益

472
4%

その他

654
6%

収益
11,350

（単位:百万円） （単位:百万円）

2018年度 損益計算書の概要（３）
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286 262 290 295 315 330 

176 199 168 145 164 143

144 148 173
124

145 139

88 105 113
123

113 107

296
357 342

310
331 405

991
1,071 1,085

998
1,067

1,123

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2013 2014 2015 2016 2017 2018

奨学費 水道光熱費
消耗品費・備品費 減価償却費
その他

教育経費の詳細

（年度）

教育経費の推移（2013~2018年度） 2018年度 教育経費の内訳

奨学費

330
29%

水道光熱費

143
13%

消耗品費・備品費

139
12%

減価償却費

107
10%

報酬・委託・手数料

127
11%

旅費交通費

87
8%

修繕費

68
6%

リース料

48
4%

その他

75
7%

（単位:百万円）

教育経費

1,123

（単位:百万円）
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奨学金

69 
21%

授業料免除

253 
76%

入学料免除

9 
3%

奨学費（１） –学生への経済的支援－

2018年度奨学費 内訳

奨学費
330

（単位:百万円）

奨学金の内訳 金額

名古屋工業大学ホシザキ奨学金 40

名古屋工業大学基金 29

合 計 69

（単位:百万円）

授業料免除の内訳 金額 人数※

工学部 第Ⅰ部 133 258

工学部 第Ⅱ部 3 13

大学院 博士前期課程 101 195

大学院 博士後期課程 16 31

合 計 253 495

（単位:百万円）

※ 人数については、全額免除及び半額免除を含みます。
また、前期免除者と後期免除者の平均人数としています。
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名古屋大学

名古屋工業大学

 年間144万円（12万円×12月）の返還不要奨学金
 将来ものづくりに携わることを希望し、経済的に修学が困難な学生を

支援
 学修・研究に集中できるよう充分な金額を2年間継続給付

名古屋工業大学ホシザキ奨学金

SDF株

45,000株
配当金

坂本ドネイション・ファウンデイション株式会社（SDF社）

SDF社は公益法人等に対する寄附を事業としている。
SDF社株

奨学費（２） －名古屋工業大学ホシザキ奨学金－

・ 株式を寄附として受入れ、その配当金を原資に奨学金を運用（日本初の取組み）
・ 2018年度は、学生14名に対して総額40百万円を支援
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奨学費（3） －博士後期課程学生修学支援事業－

• 本学独自の支援事業であり2017年度より実施

• 授業料免除資格があるにもかかわらず、予算不足により免除不許可となった者を支援する

• 名古屋工業大学基金からの出資により免除相当額の給付を行う

実施年度 支援額 前期 後期

2017年度 授業料半額相当 １名 １名

2018年度 授業料半額相当 ４名 ６名

2019年度 授業料半額相当 7名 ５名
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670 
810 775 684 646 

471 

420 

431 461 
432 407 

398 

187 

217 188 
168 

174 

160 

387 

418 395 
438 

385 

392 

1,664 

1,876 1,818 
1,722 

1,613 

1,420 

0

200

400
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800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018

減価償却費 消耗品費・備品費 水道光熱費 その他

研究経費の詳細

減価償却費

471
33%

消耗品費・備品費

398
28%

水道光熱費

160
11%

旅費交通費

143
10%

報酬・委託・手数料

80
6%

修繕費

84
6%

その他

86
6%

（単位:百万円）

研究経費

1,420

研究経費の推移（2013~2018年度） 2018年度 研究経費の内訳

（年度）

（単位:百万円）
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外部資金の受入額 －寄附金、受託研究費、共同研究費－

626 657 684 757 809 775

828

415 477

666
711

936

18

8
15

84
75

133

213

220
254

236
263

319

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2013 2014 2015 2016 2017 2018

（単位:百万円）

（年度）

■寄附金

企業や個人から教育研究の充実

等を目的として寄附されるもの

■受託研究費

公的機関等からの委託研究を

行うために受け入れる資金

■共同研究費

企業等との共同研究を行うために

受け入れる資金

補正予算による設備整備

■受託事業費等

公的機関等からの委託事業を

行うために受け入れる資金
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間接経費の使途

人件費

116
28%

光熱水費

145
35%

物件費

40
10%

施設・設備維持管理

44
10%

その他

72
17%

（単位:百万円）

合計
417

2018年度 間接経費の使途

・ 大学の研究環境の改善・機能向上及び維持・管理に必要な経費として活用

・ 人件費 ・・・ 産学連携、知財管理のための職員等を雇用
・ 物件費、施設・設備維持管理 ・・・ 大型共用設備の維持管理、大学の施設保全業務等
・ その他 ・・・ 特許出願費用、その他産学連携推進のための費用等
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役員報酬等

75 
1%

教員

給与等

4,073 
66%

職員

給与等

1,892 
30%

退職金

171 
3%

2018年度人件費 内訳

人件費
6,212

人件費の詳細

1,580 1,716 1,791 1,814 1,852 1,892 

3,592 
3,901 4,035 4,008 4,064 4,073 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018

職員 教員 役員 支給人数

報酬・給与等の推移（2013~2018年度）

（単位:百万円） （人）

（単位:百万円）

※ 推移の金額には、退職金を除いた額を記載しています。

※ 支給人員については、年間平均支給人員数を記載しています。
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当期総利益

✔ 2018年度は、当期総利益 93百万円 を計上。

✔ 上記の当期総利益93百万円については、
教育研究の質の向上及び組織改善に係る積立金（目的積立金）として
文部科学省に申請（2019年９月承認）。

✔ 目的積立金については、国際交流会館の整備等に充当予定。

当期総利益

目的積立金相当額（現金の裏付けがある利益）
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2018年度 貸借対照表の概要

区 分 金 額

資産の部 45,542

【固定資産】 42,110

土地 15,124

建物・構築物 13,836

機械装置・工具器具備品 1,523

その他有形固定資産 3,996

無形固定資産 71

投資有価証券 7,560

【流動資産】 3,432

現金及び預金 2,937

その他の流動資産 495

資 産 合計 45,542

区 分 金 額

負債の部 18,786

未払金 800

リース・PFI債務 1,324

寄附金債務 9,275

前受受託研究費等 397

資産見返負債 6,111

その他の負債 880

純資産の部 26,756

資本金 28,577

資本剰余金 △2,119

利益剰余金 298

負債・純資産 合計 45,542

（単位:百万円）
（2018年３月31日現在）
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土地

15,124 
(33%)

建物・構築物

13,836 (30%)

機械装置・工具器具備品

1,523 (3%)

図書

3,852 (9%)

美術品・船舶他

144 (0%)

投資有価証券

7,560 (17%)

現金・預金

2,937 (7%)

その他

寄附受株式

（単位:百万円）

資産総額
45,542

2018年度 名工大の資産構成

ヨット
(蒲郡市)

２号館

ブロンズ像
(2号館前)

名古屋工業大学が保有する資産

・ 教育研究を使命とする大学にとって、土地、建物など施設や設備（有形固定
資産）は活動の基盤

・ 有形固定資産の割合が高いのが大学の特徴、本学は約75％を占める

NITech Hall

資産全体の75％が
有形固定資産
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空調機等の改修による好循環リノベーション

・ 本学の各キャンパスは建築設備の経年劣化が進行、予防のために建築設備の調査、
修繕、更新を図ることが喫緊の課題

・ 特に空調設備は、設置時期が重なる建物が多く、計画的な整備が必要
・ 自己財源等の活用により、６号館空調機改修工事を実施

《光熱費》
高効率機器への更新により、光熱費は昨年度
より855万円削減。（※）
※ 電気契約の見直し、燃料調整費による増減も含む。

《エネルギー使用量》
経年19年のGHP空調機は老朽化が著しく、
非効率運転。整備の結果、年間の電力使用
量は減少。

６号館空調回収による光熱費の比較
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（単位:百万円）

（年度）

有形固定資産の推移

（単位:百万円）

（年度）

建 物 工具器具備品

４号館建設 補正予算による整備

・ 教育研究を使命とする大学にとって、有形固定資産は活動の基盤
・ 有形固定資産の帳簿価格が減少傾向 ＝ 施設・設備が老朽化

46



名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

・ 国の予算は極めて厳しい状況
・ 教育研究活動の基盤である施設・設備の計画的な更新が課題

国立大学法人等施設整備費予算額の推移

減少傾向
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施設の老朽化

１号館 築年1987年、築32年

２号館 築年1994年、築25年

６号館 築年1999年、築20年

国際交流会館
築年1989年、築30年

・ 大学の自己資金で改修を予定

・ 概算工事費 ４億４千万円

汚水管腐食による漏水 屋上防水劣化による漏水
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49

大学基金事業へ寄附のお願い

49

名古屋工業大学基金

✔ 奨学・留学学生支援

✔ 課外活動支援

✔ 外国人留学生支援等国際交流

一般基金

大学の教育研究、社会貢献、
国際交流など大学の活動推
進のため、幅広く活用する基
金です。

✔ 学術研究助成

✔ 教育研究成果社会還元

✔ 教育研究環境整備

大学の特定の事業やプロジェクトなど
の支援に活用する基金です。

✔ 名工大発ベンチャー応援基金

✔ 緑化基金

土地、建物、株式などの
現物資産をご寄附いただいた場合、
所定の手続きにより、
みなし譲渡所得税が非課税
となります。

https://www.nitech.ac.jp/
hitodukuri/

https://www.nitech.ac.jp/kikin/index.html 名工大基金

特定基金 現物資産基金 ✔ 授業料免除

✔ 奨学金支給

✔ TA・RA手当負担 など

経済的な理由により、修学
が困難な学生を支援する基
金です。
個人寄附の場合、確定申告
の際に所得控除又は税額控
除のいずれか有利な方をお選
びいただけます。
(詳しくは下記URLへ)

ひとづくり未来基金
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〇 海外からの留学生への支援
〇 国際交流事業

学生への支援 ２８百万円（2018年度実績）

〇 学生の海外派遣(留学)支援
〇 学生への奨学金支給
〇 学生プロジェクト・課外活動支援

国際交流の推進 ８百万円（2018年度実績）

〇 NITch cosmo village(国際学生寮)の整備
⇒ 基金を活用して、敷地の一部を取得(2016年度)

教育環境の整備

大学基金事業へ寄附のお願い
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2017/11/17 日本経済新聞 ttps://www.nikkei.com/article/DGXMZO23617960X11C17A1LX0000/ 2018/3/1 日刊工業新聞 https://www.nikkan.co.jp/articles/view/00463842

大学基金事業へ寄附のお願い

＜本学での事例＞

・ 2015年度 遺贈により、卒業生(S39工業化学卒)ご家族から、1,000万円のご寄附

・ 2018年度 卒業生(S49機械卒)から、ソーラーカー部の活動資金として100万円のご寄附

・ 2016年度 卒業生から、500万円のご寄附

・ 2018年度 卒業生(S36金属卒)から、ヨット部の活動資金として500万円のご寄附

・ 2019年度 卒業生(S55電気卒)から、ソーラーカー部の活動資金として100万円のご寄附
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52

大学基金事業へ寄附のお願い

52

名古屋工業大学は、産業界、地域社会
そして卒業生の皆様から支持される

魅力的な大学づくりを目指しています。
世界へ羽ばたく多くの学生・研究者を支援するため、

皆様からのご寄附・ご支援をお願いいたします。


